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インド経済の最新動向
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※SBI・ファンズ・マネジメント・プライベート・リミテッド提供の情報に基づき、SBIアセットマネジメントが作成

高成長を続けるインド
 2015年7-9月期のGDP成長率はインドが中国を上回る結果となり、高成長が

続いています。こうした高成長を続けるインドの動向についてご紹介いたします。
 モディ新政権の発足以降、政府は様々な改革に取り組んできましたが、

その中でもインフラ開発の推進、外資誘致などが現在、着実に進められています。

SBIインド＆ベトナム株ファンド 関連レポート

モディ首相による経済改革

モディ新政権の発足以降、政府は、鉱業、鉄道、防衛、金融、道路、電力など主要セクターにおける機能不全
に対処するため、様々な改革に取り組んできました。
インド準備銀行は今年に入り1.25％の利下げを実施しており、緩和的な政策姿勢を続けています。

1. 国内企業活動の活性化
・インフラ開発の推進
・労働関連法の改正
2. 国外からの投資増加に向けた働きかけ
・外国直接投資（FDI）の上限引き上げ
・法人税の引き下げ
3. 財政状態の改善
・ディーゼル燃料価格の自由化
・税収拡大

モディ首相による主な経済改革モディ首相による主な経済改革

＊P.6の「本資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。
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（出所）ブルームバーグを基にSBIアセットマネジメントが作成。
※データ期間 2013年4月1日～2015年12月16日

6.75％

（年/月）

インド経済回復への期待
経済指標の改善
2015年7-9月期の実質GDP成長率は前年比+7.4％と、4-6月期の同+7.0％から
加速しました。また、間接税収入、電力発電量、石炭生産量、石油消費、自動車売上
高、新規雇用者数、旅客輸送量といった経済指標は、上向き始めています。

設備投資の増加
今年度のインド企業による設備投資は、政府による設備投資減税や研究開発向けの
税制優遇策の効果もあり、前年度の約70％にあたる設備投資が既に行われています。
来年度には、政府のインフラ開発や灌漑整備向け支出も期待できるため、インド経済に
好影響を与えるとみています。

商品市況下落の恩恵
2015年は商品市況の下落が目立ちましたが、インドは原油の純輸入国であり、原油価
格下落はインドにおけるインフレ、金利、双子の赤字（経常赤字と財政赤字）の改善を
促すと考えています。消費が拡大するインドにおいては、引き続き、商品市況下落による
恩恵が期待できます。

港湾や道路など、
多額のインフラ投資による経済基盤整備
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SBIインド＆ベトナム株ファンド 基準価額等の推移

【出所】SBIアセットマネジメント
※データ期間 2007年7月25日（設定日）～2015年11月30日
※上記は作成時点での過去の実績等を示したものであり、将来の投資成果を示唆あるいは保証するものではありません。

（円） （百万円）
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SBIインド＆ベトナム株式ファンドは、成長期待の大きいインドとベトナムの2カ国の株式への投資を行っています。
アジアの中でも成長期待の高い2カ国の成長力を享受できる可能性があります。

SBIインド＆ベトナム株ファンド 関連レポート
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インド株式への投資 SBIインド＆ベトナム株ファンド

インド経済の最新動向

＊P.6の「本資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。
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（出所）UNCTADのデータを基にSBIアセットマネジメントが作成。
※データ期間 2000年～2014年

(1億米ドル)

今年11月10日、政府は海外企業からの投資拡大に向け、建設業、金融業、製造業など15の分野に対して、
海外からの投資上限の引き上げや撤廃、手続きの簡素化を発表しました。こうした規制緩和の広がりにより、
インドへの外資誘致が増加することが見込まれます。
政府は土地収用法や労働関連法の改正案についても各州に働きかけており、こうした取り組みへの期待が
高まったことを受け、今年度も引き続き海外からの資金流入が続いています。

海外からの資金流入を期待
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インド経済の最新動向

＊P.6の「本資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。

※基準価額の変動要因は上記に限定されるものではありません。
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インド経済の最新動向

＊P.6の「本資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。
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インド経済の最新動向

＊P.6の「本資料のお取扱いについてのご注意」をご確認ください。
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本資料のお取扱いについてのご注意
・本資料は、SBIアセットマネジメント株式会社が信頼できると判断したデータに基づき作成されておりますが、その正確性、
完全性について保証するものではありません。また、将来予告なく変更されることがあります。
・本資料中のグラフ、数値等は過去のものであり、将来の傾向、数値等を予測するものではありません。
・投資信託は値動きのある証券に投資しますので、基準価額は変動します。したがって、元本保証はありません。
・投資信託の運用による損益はすべて受益者の皆様に帰属します。
・お申込みの際には必ず投資信託説明書（交付目論見書）の内容をご確認の上、お客様自身でご判断ください。
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インド経済の最新動向

委託会社 SBIアセットマネジメント株式会社（信託財産の運用指図及び運用報告書の作成等を行います。）
金融商品取引業者 関東財務局長（金商）第311号
加入協会／一般社団法人投資信託協会、一般社団法人日本投資顧問業協会

＜委託会社、その他関係法人＞

受託会社 三井住友信託銀行株式会社（ファンド財産の保管・管理等を行います。）


